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（７）感染症への対応 
予
防
対
策 

 担任・養護教諭は、日頃から幼児児童生徒の欠席状況・健康状態を記録・整理するとともに、

幼児児童生徒に異常があった場合は、速やかに教職員や保護者に知らせる。 

 保護者には、速やかな連絡を行うよう徹底を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                 学校において予防すべき感染症 

 病名 出席停止の基準 

第 
一 
種 

・エボラ出血熱 ・痘そう ・南米出血熱 
・クリミア・コンゴ出血熱 ・ペスト 
・ラッサ熱 ・ジフテリア 
・重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）  
・マールブルグ熱  
・急性灰白髄炎（ポリオ） 
・鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１） 
・新型コロナウイルス感染症 

治癒するまで 

第
二
種 

・インフルエンザ 
・百日咳 
・麻しん 
・流行性耳下腺炎（おたふくかぜ） 
 

・風しん 
・水痘（みずぼうそう） 
・咽頭結膜熱 
・結核 
・髄膜炎菌性髄膜炎 

 発病後５日、かつ解熱後２日（幼児３日）を経過するまで 
 特有の咳が消失するまで、または、５日間の適正な抗菌剤による治療が終了するまで 
 解熱した後３日を経過するまで 
 耳下腺、顎下腺または舌下腺の腫脹が発現した後５日間を経過し、かつ、全身状態が

良好となるまで 
 発疹が消失するまで 
 全ての発疹が痂皮化するまで 
 主要症状が消失した後２日を経過するまで 
 症状により学校医その他の医師が感染の恐れがないと認めるまで 
 症状により学校医その他の医師が感染の恐れがないと認めるまで 

第
三
種 

・コレラ ・パラチフス ・細菌性赤痢 
・流行性角結膜炎 ・急性出血性結膜炎  
・腸管出血性大腸菌感染症 
・腸チフス ・その他の感染症 

病状により学校医その他の医師において伝染の恐れがないと認めるまで 
 
※関係機関等の連絡先は食中毒対応時の連絡先参照 

感染症の疑いが認められる 

・学部主事は教頭へ報告する。 

 保護者に連絡し、速やかに医療機関への受診を勧める。 

 受診結果を学校へ連絡するよう依頼する。 

 学校において予防すべき感染症出席停止の期間の基準により出

席停止の指示を行う。 

 感染症と診断された場合、感染症情報システムを通して学校医に

連絡する。必要に応じて熊本市保健所感染症対策課に連絡し、今

後の対応について指示を仰ぐ。 

 教育委員会に発生の報告を行う。 

 各担当部署へ指示及び状況を掌握する。 

担任･学部主事 

保健主事 

養護教諭 
早期発見 

医療機関への受診の
すすめ 

・他の幼児児童生徒や教職員の中に感染したものがいないか日頃

の健康観察等で健康状態を把握する。 情報収集 

 「対策委員会」を設置し、状況により保健所に参加依頼する。 

 定期外健康診断が実施される場合は、保健所に協力する。 保健所との連携 

 教育委員会に状況報告を行う。 

 保健所からの要請で、定期外健康診断が実施される場合は、該当

の幼児児童生徒の保護者に対し文書で協力を依頼し、必要に応じ

保護者説明会を開く。 

 学校保健法施行令第５条、規則第２０条に基づき病状により学校

医、その他の医師において伝染の恐れがないと認めるまで出席停

止の指示を行う。 

事後の対応と措置 

担任･学部主事 

保健主事 

養護教諭 

校長（教頭） 関係機関等への連絡 

校長（教頭） 

保健主事 

養護教諭 

担任･学部主事 

保健主事 

養護教諭 

校長（教頭） 
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